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本報告の位置づけ
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本日の報告内容

１、研究の背景と目的

２、移住後の就労形態と農的活動（分析1）

３、移住までのプロセス（分析2）

４、まとめと今後の課題
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研究の背景と目的

• 若い世代の農山村への移住を促進するためには、農的活動への従事と
経済的自立の両立が課題

• 移住希望者の多くは、なんらかの形で農的活動（農業生産や農村資源を
活用した取組）に携わりたいと考えている（総務省2018）

• 他方で、子育て世代では「生活が維持できる仕事（収入）があること」 が
移住の条件として最も重視されている（総務省2018）

• 2010年代以降、行政による移住支援策が拡充する中で、多様な就業を
目指した移住が現実的な選択となっている（土居2020）

１、研究の背景と目的

農的活動に従事する若い世代の移住者を事例に、農的活動
の現状や移住までのプロセスを世帯の就労形態別に分析し、
農的活動の促進に向けた課題を整理
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課題と分析方法（1/2）

• 「移住プロセス」とは、移住者が移住願望を抱き、実際の準備行動（移住
地の選択、住居や仕事の確保等）を経て、移住に至る一連の過程を指す

• 移住者はその過程で組織や個人から様々なサポートを得ている

• 若い世代を対象とした代表的な2つの移住支援制度を取り上げ、農的活
動の促進においてどのような役割を果たしているか検討する

１）「新規就農支援制度」

就農希望者に研修や経営開始に関わる資金を交付する国や自治体による
制度

２）「地域サポート人材制度」

地方で地域支援等を行う人材に報償費や活動費を支給し、任期終了後の
定住・定着を支援する国や自治体による制度

１、研究の背景と目的
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課題と分析方法（2/2）
• 移住後の就労形態によって事例対象世帯を以下3タイプに分類

【類型A】農外就労中心世帯

農的活動以外の正規雇用による収入を主たる収入源とする世帯

【類型B】農業就労中心世帯

農的活動による収入を主たる収入源とする世帯

【類型C】多就労世帯

正規雇用による収入源を持たず、複数の収入により生計を立てている世帯

• 分析課題

１）各類型における農的活動の現状（活動内容、支援制度の利用状況）

２）移住までのプロセスの傾向（移住の契機、移住地の選択、準備行動）

→移住後の農的活動の促進に向けた課題を類型別に示す

１、研究の背景と目的
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調査対象者（世帯）の概要
地域 長野県、岡山県、島根県の6市町

対象世帯 16世帯

対象者 30代〜40代の農的活動に取り組む移住者

移住時期 2008年〜2017年
（16人のうち14人が2012年以降）

居住年数 1年〜8年（半数が3年未満）

前居住地 県外14（首都圏6、近畿圏3、中京圏1、他4）、県内2

世帯類型 「A.農外就労中心世帯」（5世帯）、「B.農業就労中心世帯」（7
世帯）、「C.多就労世帯」（4世帯）

家族構成 「夫婦と子」9世帯、「夫婦のみ」4世帯、「単身」3世帯
Aでは「夫婦と子」が多く、「単身」はなし
Cでは「単身」が多く、「夫婦と子」が少ない

１、研究の背景と目的
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参考資料１ 事例対象世帯の概況
世帯NO 1 2 3 4 5 6 7 8

県 長野県 長野県 岡山県 岡山県 岡山県 岡山県 岡山県 岡山県

性別※ 男 男 男 男 女 男女 男女 男

移住時期 2012年 2015年 2012年 2017年 2014年 2017年 2015年 2013年

年齢 40代 40代 30代 30代 40代 40代 30代 40代

家族構成 夫婦 夫婦と子 夫婦 単身 夫婦と子 夫婦 夫婦 夫婦と子

前居住地 千葉県 愛知県 京都府 岡山県 神奈川県 兵庫県 岡山県 東京都

類型 B A A C C B B B

世帯NO 9 10 11 12 13 14 15 16
県 岡山県 岡山県 島根県 島根県 島根県 島根県 島根県 島根県

性別※ 女 男女 女 女 女 男女 男 女

移住時期 2012年 2017年 2014年 2012年 2008年 2013年 2016年 2010年

年齢 40代 30代 30代 30代 30代 30代 40代 40代

家族構成 夫婦と子 夫婦 夫婦と子 単身 単身 夫婦と子 夫婦と子 夫婦と子

前居住地 東京都 埼玉県 島根県 大阪府 山口県 広島市 東京都 広島市

類型 A C A C B B B A

注：性別（※）は、聞き取り対象者の性別を示す。類型A「農外就労中心世帯」、類型B「農業就労中心世帯」、類型C「多就労世帯」。
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本日の報告内容

１、研究の背景と目的

２、移住後の就労形態と農的活動（分析1）

３、移住までのプロセス（分析2）

４、まとめと今後の課題
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農的活動への従事状況
類型 NO 就労状況 農的活動

農外
就労
中心
(A)

2 農業（夫）＋福祉施設勤務（妻） ピーマン、ニンニク等

3 加工起業（夫）＋公務員（妻） 柚子加工品製造・販売

9 会社員（夫）＋農産物集出荷（妻） 農園運営、地元農産物宅配、
しいたけ栽培

11 正社員（夫・単身赴任）＋地域サポート
人材（妻）

キャンプ場再生、自家菜園

16 正社員・農業（夫）＋非常勤公務員
（妻）

米づくり、網漁

農業
就労
中心
(B)

1 農業（夫婦）＋スキー場バイト（夫） ブロッコリー、パセリ

6 就農準備中（夫婦）＋会社員（妻） ブドウ

7 農業（夫婦） トマト

8 農業（夫婦） ナス、米

13 農業、出荷組合バイト（単身・女） 有機野菜

14 農業（夫婦） コマツナ、アスパラ、米

15 就農準備中（夫婦） NO.14で研修中

多就
労
(C)

4 移住支援＋自営準備中（単身・男） 養蜂、害虫駆除

5 就農準備中（夫）＋地域サポート人材
（妻）

ブドウ、古民家カフェ運営

10 バイト（夫）＋地域サポート人材（妻） 特産品認証制度立上げ、農
園手伝い、農業法人就職内
定（パーマカルチャー）

12 農業、農産物集出荷、バイト（単身・
女）

有機野菜、地元農産物集出
荷

• 恒常的な収入を確保
しつつ農的活動に取
組む

• 活動内容は多様

• 農的活動からも副収
入を得ている

• 労働力を総動員し、
既存の産地で専業
的に農業従事

• 農業だけで生計を
立てている世帯は
半数にとどまる

• 農的活動による経
済的自立を目指す

• 慣行農業とは距離
を置いた農法を志
向する傾向

２、移住後の就労形態と農的活動
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類型 NO 農的活動の
開始時期

新規就農支
援制度

地域サポー
ト人材制度

農外
就労
中心
(A)

2 移住と同時に

3 移住後 ◯

9 移住と同時に

11 移住と同時に ◯

16 移住と同時に

農業
就労
中心
(B)

1 移住と同時に ◯

6 移住と同時に ◯

7 移住と同時に ◯

8 移住と同時に ◯

13 移住と同時に ◯

14 移住と同時に ◯

15 移住と同時に ◯

多就
労(C)

4 移住後

5 移住後 ◯ ◯

10 移住後 ◯

12 移住後 ◯

支援制度の利用状況
２、移住後の就労形態と農的活動

• すべての世帯
が新規就農支
援制度を利用

• 移住前から準
備を開始

• 業務の一環として農的活
動に従事

• 農的活動による経済的
自立までの経済的・時間
的猶予を与える

• 起業に必要な人的・技術
的な資源の獲得

• 地域サポート人材制度
は生計の手段

11



本日の報告内容

１、研究の背景と目的

２、移住後の就労形態と農的活動（分析1）

３、移住までのプロセス（分析2）

４、まとめと今後の課題
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 大まかな地域の絞り込み

• 親の居住地からの距離・交通アクセス

• 現住地からの距離・交通アクセス

• 災害リスク

 候補地から最終選定

• 先行移住者や地域住民との関係

• 自治体等による移住支援

• 特定の地域資源

３、移住までのプロセス

• ライフスタイルの見直し

• 不満の顕在化

• 移住願望の強化

移住願望 準備行動 移住

契機

 家族に関すること
（子あり世帯が多い【類型A】）

 仕事に関すること
 社会的に影響がある出来事

（単身世帯が多い【類型C】）

 移住地の選択
 仕事の確保
 住居の確保
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【A】農外就労中心世帯
３、移住までのプロセス

NO 移動 ファースト
コンタクト

仕事の確保 住居・農地の確保

2 愛知
→長野

不動産業者 ・就農
・移住後、妻が資格を取得し就職

購入（農地付き）

3 京都
→岡山

自治体窓口 ・妻の転職と同時に移住
・地域おこし協力隊→任期終了後に起
業

賃貸

9 東京
→岡山

震災避難者等
のシェアハウス

・夫が会社員（別居→転勤・同居）

・移住後に農産物の宅配事業を開始
（シェアハウスのML活用）

賃貸（シェアハウスから
の紹介）→購入

11 島根
→島根

地域自治組織 ・夫が会社員（別居）
・「地域づくり応援隊」（市）

賃貸（農地付き）

16 広島
→島根

自治体窓口

（移住体験ツ
アー）

・夫：移住前の会社に通勤
→町内企業に就職（知人の紹介）
・妻：役場に非常勤職員として勤務
・米の直接販売

空き家購入（町の修繕
費助成）

農地（自治体からの紹
介）

• 主たる収入源を確保して移住するため、移住地が限定される傾向

• 仕事の確保において自治体を頼る必要性が少ないため、不動産事業者や
地元の団体等を介する移住もみられる

• 農的活動においては自治体との接点は少ない 14



【類型B】農業就労中心世帯

３、移住までのプロセス

NO 移動
ファースト
コンタクト

（農業研修まで）

住居の確保 農地の確保

1 千葉→長野 就農相談会、自
治体からの紹介

民間賃貸
（不動産事業者）

自治体からの紹介

6 兵庫→岡山 体験ツアー、見学市営住宅 市の造成地（予定）

7 岡山→岡山 就農相談会 市営住宅 研修先農家からの紹介

8 東京→岡山 就農相談会 研修先農家からの紹介

13 山口→島根 就農相談会 町営住宅→購入 貸し農園（自治体）、研修
先での知人からの紹介

14 広島→島根 自治体窓口 購入（知人からの紹介） 祖父母所有

15 東京→島根 自治体窓口 購入（研修先農家の紹
介）

研修中

• 自治体の就農相談会を窓口に、広義の営農条件を重視して移住地を選択
• 研修先農家やネットワークを活用して、住居や農地を確保
（新規就農支援制度が移住地の選択から経営開始までの過程をサポート）
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【類型C】多就労世帯
３、移住までのプロセス

NO 移動
ファースト
コンタクト

仕事の確保 住居・農地の確保

4 岡山

→岡山
先行移住者
（大学先輩）

移住支援業務の受託
（先行移住者の主催団体）

賃貸（不動産事業者）、家賃補助
（市）

5 神奈川

→岡山
移住相談会 妻：地域おこし協力隊

（自治体担当者からの紹介）
夫：移住1年後に農業研修開始

お試し住宅（市）→購入
就農のための農地は未確保

10 埼玉

→岡山
移住相談会 妻：地域おこし協力隊

（自治体担当者・移住支援員からの
紹介）
夫：アルバイト（→農業法人への就職
内定）

賃貸（不動産事業者、移住支援
員）

12 大阪

→島根
地域住民
（常宿主人）

移住支援員（自治体担当者からの紹
介）→就農（有機栽培）

町営住宅→農地付き住宅購入
（空き家バンク）

• 特定の仕事を確保しない移住では移住地の選択肢は多い
• 当面の仕事や住居を確保には自治体から支援が不可欠
• 移住後の就農希望者は自治体を頼らず、各自で準備・対応

（志向する営農形態、準備行動を始めた時期等から既存の新規就農制度を利
用しにくい）
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本日の報告内容

１、研究の背景と目的

２、移住後の就労形態と農的活動（分析1）

３、移住までのプロセス（分析2）

４、まとめと今後の課題
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まとめ（1/2）
• 本報告では農山村への移住に際し、経済的自立が課題とし

て生じやすい30～40代の移住者を取り上げ、移住後の農的

活動の現状や移住までのプロセスを世帯の就労形態別に分
析した

• 移住者の農的活動や移住までのプロセスには、世帯の就労
形態によって異なる傾向がみられる

• 農的活動の準備を始める時期や志向する営農形態の違いが
支援制度へのアクセスや移住後の農的活動の展開に影響を
与えている

４、まとめと今後の課題
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まとめ（2/2）
• 国や自治体による移住支援制度は、個人や地域コミュニティ

におけるインフォーマルな移住支援と結びつくことで、タイプ
の異なる移住者による農的活動を促進

• 新規就農支援制度は、専業的な就農を目指し移住地を選択
した者に対して、自治体や研修農家、地域コミュニティ等を介
して総合的な移住支援機能を発揮（類型B）

• 地域サポート人材制度は、漠然と農的活動に携わりたいと移
住した者に対して、当面の経済的な支援に加え（類型C）、自
立までの時間的な猶予や自立に必要な様々な資源を提供
（類型A・C）

４、まとめと今後の課題
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高い

低い 低い 高い
世帯の経済的な安定度

【類型B】
農業就労中心世帯

【類型C】
多就労世帯

【類型A】
農外就労中心世帯

４、まとめと今後の課題

移住者の農的活動の促進に向けた課題

 安定的な農外収入が多様な農的活動
への挑戦を下支えしている

 移住に際し自治体による就労支援を
必要とせず、自治体との関係が弱い

→自治体による人材の「発掘」が課題

 パッケージ化された新規就農支援制度を活用し、既存
産地の構成員として独立就農を目指している

 新規就農（希望）者が農業収入のみで生計を立てるこ
とは容易ではない

→就農の継続を前提とした就労支援が課題

 農的活動による経済的自立を模索

 就農を前提とした移住をしていない
ため、既存の新規就農支援制度を
利用しにくい

→移住後の就農希望者への支援が課
題

農
的
活
動
の
従
事
度
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